
88   統計調査

実 施 主 体 調査方法 始    期 周    期 次 回 実 施 予 定

（ １ ） 総   務   省 全   数 大 正 ９ 年 ５    年 平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 １ 日

（ １ ０ ） 経済産業省 全   数 明 治 ４２ 年 毎   年
平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １

日

（ １ ３ ） 文部科学省 全    数 昭 和 ２３ 年 毎   年 平 成 ２ ０ 年 ５ 月 １ 日

（ １ ４ ） 総   務   省 抽    出 昭 和 ２３ 年 ５    年 平 成 ２ ０ 年 １ ０ 月 １ 日

（ ２ ３ ） 経済産業省 全   数 昭 和 ２７ 年 ２  ～ ３ 年 未　　　　　定

（ ２ ６ ） 農林水産省 全   数 昭 和 ３５ 年 ５     年 平 成 ２ ２ 年 ２ 月 １ 日

（ ６ ４ ） 経済産業省 抽    出 昭 和 ２８ 年 毎   月 毎 　 月　  末 　 日

（ ８ ７ ） 総   務   省 抽    出 昭 和 ３１ 年 ５     年 平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 １ 日

（ ９ ７ ） 総   務   省 抽    出 昭 和 ３４ 年 ５     年 平 成 ２ １ 年 ９ ～ １ １ 月

（１０８） 総   務   省 抽    出 昭 和 ４２ 年 ５     年 平 成 ２ ４ 年 １ １ 月 ２ １ 日

全   数 平 成 ２１ 年 ５     年 平 成 ２ １ 年 ７ 月 １ 日

（ 予 定 ）

※ 指定統計調査……………

内容の秘密の保護（１４条），目的外使用の禁止（１５条），結果の公表義務（１６条）などを課している。

「住宅・土地統計調査」…… 平成１０年調査から土地関連の調査項目が追加され，「住宅統計調査」から改称された。

「工業統計調査」……………

４人以上の事業所が対象となる。

「経済センサス」……………

（ 区 を 経 由 す る 指 定 統 計 調 査 で 、 現 在 引 続 き 実 施 さ れ て い る も の 及 び 今 後 実 施 予 定 の も の ）

「経済センサス」の実施に伴い、事業所・企業統計調査（指定統計第２号）は廃止される。

全産業分野のすべての事業所・企業を対象に，経済活動の実態を経済的側面からとらえる統計調査
と し

て，平成２１年に実施する予定となっている。平成２１年調査は，事業所・企業の名称，所在地，従業者数
などを把握し，平成２３年調査はこれらに加えて売上高などの経済活動の実態を把握する。調査の周

期

は，平成２３年を起点として５年周期で実施する。

全数調査の年と特定年次の年（西暦年号末尾１，２，４，６，７，９年）があり，特定年次の年は従業者

総 　務 　省
経済産業省

学 校 基 本 調 査

国 勢 調 査

調  査  の  名  称  （ 指 定 統 計 番 号 ）

経 済 セ ン サ ス

全 国 消 費 実 態 調 査

全 国 物 価 統 計 調 査

わが国の統計体系上重要な意義をもつ基本的な統計調査で，統計法第２条の規定に基づき総務大
臣

が指定し，公示した統計をいい，統計法により被調査者に申告の義務を課す（５条）とともに，調査側に

Ⅵ． 統     計     調     査

商 業 動 態 統 計 調 査

就 業 構 造 基 本 調 査

住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査

工 業 統 計 調 査

商 業 統 計 調 査

農 林 業 セ ン サ ス
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調 査 の 目 的 調 査 事 項

従業者数，販売額など

小売店舗、小売価格など

　事業所及び企業の活動状態を調査し、産業、従業者規模等の基本的産業構造を全国
及び地域的に明らかにするとともに、各種統計調査実施のための事業所及び企業の母
集団名簿を整備する。

　国民の就業及び不就業の状態を調査し，全国及び地域別の就業構造に関する基礎資
料を得る。

　世帯を対象として、家計の収入・支出及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの
家計資産を調査する。

　国民の消費生活において重要な支出の対象となる商品の販売価格及びサービス料金
並びにこれらを取り扱う店舗の業態や経営形態などを調査し、物価の店舗間格差、銘柄
間格差、地域間格差など価格差の実態を明らかにする。

事業所の名称，所在地，経営組
織，開設時期，従業者数，経済活
動の内容など

　工業の実態を明らかにし、産業政策、中小企業政策などの行政施策のための基礎資
料を得る。

　学校に関する基本的事項を調査し，学校教育行政上の基礎資料を得る。

　我が国の住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を把
握し、その現状と推移を明らかにする。

　商業を営む事業所について、産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、商品販
売額等を把握し、我が国の商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料を
得る。

　農林業の生産構造、農業・林業生産の基礎となる諸条件等を総合的に把握することに
よって、農林業の基本構造の現状と動向を明らかにし、農林業施策及び農林業に関して
行う諸統計調査に必要な基礎資料を整備する。

　全国の商業を営む事業所及び企業の販売活動などの動向を明らかにする。

工場数，従業者数，製造品出荷
額など

商店数，従業者数，商品販売額，
商品仕入額など

１５歳以上の者の有業無業の別，
仕事の種類，就業希望など

世帯の収入，支出，貯蓄，耐久消
費財など

人口及び世帯数，住居，人口の
産業的構成，職業別構成など

　我が国に住んでいるすべての人を対象とする国の最も基本的な調査で、国内の人口や
世帯の実態を明らかにする。

学校数，学級数，在学者数，教職
員数など

住宅・世帯の居住状況及び住宅・
土地の所有関係など

農家世帯員の状況，農業雇用労
働，農業用地，農業生産物など
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